
 

 

千葉県香取市 簡易水道事業経営戦略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 ２ ９ 年 ３ 月 

千 葉 県 香 取 市 

 
  



 

目 次 

 

１．事業概要 .......................................................................................................................... 1 

１.１.事業の現況 ................................................................................................................. 1 

１.２.これまでの主な経営健全化の取組 ............................................................................ 3 

１.３. 経営比較分析表を活用した現状分析 ....................................................................... 5 

 

２．将来の事業環境 ............................................................................................................... 7 

２.１.給水人口の予測 ......................................................................................................... 7 

２.２.水需要の予測 ............................................................................................................. 7 

２.３.料金収入の見通し ...................................................................................................... 8 

２.４.施設の見通し ............................................................................................................. 9 

２.５.組織の見通し ............................................................................................................. 9 

 

３．経営の基本方針 ............................................................................................................... 9 

 

４．投資・財政計画 ............................................................................................................. 10 

４.１.投資試算（事業計画）............................................................................................. 10 

４.２.財源試算（財政計画）............................................................................................. 10 

４.３.投資以外の経費 ....................................................................................................... 10 

４.４.投資・財政計画（収支計画） .................................................................................. 10 

４.５.今後計画予定の取組 ................................................................................................. 11 

 

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 .................................................................. 11 

 

団 体 名：千葉県香取市 

事 業 名：簡易水道事業（栗源地区） 

策 定 日：平成２９年３月 

計画期間：平成２８年度～平成３７年度（１０年間） 

 



1 

１．事業概要 

１.１.事業の現況 

１）給水 

栗源地区の水道事業は、昭和 46 年 5 月に計画給水人口 2,500 人、計画一日最大給水量

416m3/日の規模で簡易水道事業として創設された。その後、昭和 57 年 3 月に計画給水人口

4,876 人、計画一日最大給水量 1,300m3/日とする第１次拡張事業認可を取得し、給水区域を

旧栗源町全域に拡張し、現在に至っている。 

表１ 事業概要 

項 目 概 要 

名称（法適/非適の区分） 香取市 栗源地区簡易水道事業（法適用） 

計画給水人口 4,876人 

計画一日最大給水量 1,300ｍ3/日 

平成２７年度 

実 績 

給水人口 3,189人 

一日最大給水量 907 ｍ3/日 

一日平均給水量 756 ｍ3/日 

有収水量 603 ｍ3/日 

有収水量密度 0.076 ｍ3/ha 

 

２）施設 

栗源地区簡易水道事業には、大畑浄水場、中央浄水場の２浄水場を有している。給水区域

へは、各浄水場から直接配水している。 

表２ 施設概要 

項 目 概 要 

水 源 地下水 

施 設 数 浄水場：２か所 

管路延長 78.502ｋｍ 

施設能力 1,300ｍ3/日 

施設利用率 58.2％ 
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３）料金 

水道料金は、市町村合併により香取市となった際、上水道は平成 20 年 10 月に、簡易水

道も平成 22 年 4 月に統一した。現在の料金体系は、用途別（一般用、公衆浴場用、臨時

用）、基本水量 8m3の二部料金制である。 

表３ 水道料金 

 
４）組織 

現在は、建設水道部水道課で上水道、簡易水道ともに維持管理・経営を行っている。 

職員数は、市の「職員定員適正化計画」にもとづき、水道課として管理しており、簡易水

道としての職員は、平成 18 年度の 2 名から、平成 28 年度は 1 名と減少している。 

各班の業務内容は下記のとおり。 

(1) 管理計画班・経理班 

水道事業及び簡易水道事業に関する予算、決算・出納、事業計画 等 

(2) 工務班・浄水班 

浄水場・配水管等水道施設の維持管理及び整備、水質管理 等 

 
図１ 職員数の推移 
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１.２.これまでの主な経営健全化の取組 

１）香取市水道ビジョン、香取市水道事業基本計画（H22.3） 

「香取市水道ビジョン」は、計画期間を平成 20 年度～平成 29 年度までの 10 か年とし、

「水道ビジョン(H16.6)」で国が示した５つの主要政策課題を踏まえながら、この「香取市

総合計画」に示されたまちづくりの目標達成のために、今後、10 年にわたる水道事業の施

策の方向性を示すものであり、これにもとづき「香取市水道事業基本計画」を策定してい

る。 

「香取市水道ビジョン」では「安全な水を安定して供給する水道の整備」を基本理念と

し、実現に向けた施策体系と実施工程について下記のとおり定めている。 

表４ 施設概要 
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２）簡易支援ツールを用いたアセットマネジメント結果（H25） 

既存試算の更新需要を把握するため、基準年度を平成 25 年度とし、分類前の全資産に対

して耐用年数 40 年とした場合、その 1.2 倍の 48 年とした場合の 2 ケースついて将来の更

新需要を算定している。 

各ケースで時期にずれはあるものの、ピーク時には更新需要が年間 10 億円を超える(5 年

間で 50 億円を超える)結果となっている。 

 
図２ 更新需要の算定結果（耐用年数40年） 

 

図３ 更新需要の算定結果（耐用年数48年） 

 

３）その他の取組 

施設の効率化対策として、老朽化した小見川・山田地区の城山浄水場の更新を契機に、施

設の廃止・統合計画を策定中である。 

経営面では、市町村合併に伴い、上水道・簡易水道の経営を一本化している。また、利率

の高い企業債の繰り上げ償還により、企業債および利息の圧縮を行っている。 
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１.３. 経営比較分析表を活用した現状分析 

直近の経営比較分析表を次のページに示す。分析結果は下記の通り。 

１）経営の健全性・効率性 

・「①経常収支比率」は、平均をやや上回っている。 

・「②累積欠損金比率」は、平均を大幅に上回っているが、毎年純利益を計上していること 

から、その数値は年々下降している。 

・「③流動比率」は、新会計制度適用により、大幅に下がったものの、ほぼ平均並みであ

り、100％を上回っていることから、良好である。 

・「⑤料金回収率」は昨年度よりも上昇したものの依然100％を下回っていることから、経営

は、繰出金等の外部資金に依存している。 

・「④企業債残高対給水収益比率」は、地理的条件等の影響により、多額な設備投資を要す 

ることや、「⑤料金回収率」からみるとおり、給水収益が低いことから、平均を大幅に上

回り、非常に悪い数値となっている。 

・給水収益が低いことは、有収水量が少ないことであり、このことから、「⑥給水原価」も

平均を大幅に上回っている。 

・「⑦施設利用率」は、平均配水量が増加した結果、数値としては平均よりも良く、昨年度 

より上昇しており、良い結果となっているが、「⑧有収率」は、有収水量が増加したもの

の、漏水など無収水量の増加のため平均を下回り、昨年度よりも減少した結果となってい

る。 

 

２）老朽化の状況 

・「①有形固定資産減価償却率」は、浄水場の新規建設や改良等を実施していることから、

平均を下回っていた状況であったが、経年により平均を上回る結果となった。 

・管路については「②管路経年化率」が示すとおり、布設替の実施により老朽管が減少した

結果となっている。 

・「③管路更新率」については、当市の上水道が、東日本大震災による甚大な被害を受たこ

とから、上水道の管路復旧を主に行ってきたため、H23及びH24は0％となっているが、

徐々に更新している。 

 

３）総括 

・当市の簡易水道地区は、山間部が広がっていることや、そのために水道利用者宅が点在す

るなど、供給条件が非常に悪いため、設備投資が多額にならざるを得ず、また、井戸併用

者が多く、有収水量が伸び悩んでいる。 

・現在も取り組んでいるところではあるが、今後は、更に加入促進を図るとともに、料金回

収率を上昇させるため、適正な水道料金の見直しが必要となり、平成30年度以降において

再度検討を予定している。  
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２．将来の事業環境 

２.１.給水人口の予測 

香取市の給水区域には小見川・山田地区、佐原地区、栗源地区があり、また、未普及地域

も存在する。栗源地区の給水人口は、過去 10 年間の実績にもとづき、時系列傾向分析によ

り予測した。 

 

 

図４ 給水人口予測結果 

 

２.２.水需要の予測 

有収水量は、生活用、業務・営業用それぞれについて、時系列傾向分析により将来予測を

行った。生活用については、一人一日当たり使用水量の予測値に給水人口を乗じて算出し

た。 

○有収水量（m3/日） ＝ 生活用 ＋ 業務営業用 ＋ 工場用 

生活用使用水量（m3/日） ＝ 給水人口（人） × 1 人 1 日平均使用水量（㍑/人

日） 

 

上記により算出した有収水量に、有収率、負荷率を除することにより、一日平均給水量、

一日最大給水量を算出した。なお、有収率は過去 10 年間の時系列傾向分析結果、負荷率は

過去 10 年間の最低値を採用した。 

○一日平均給水量（m3/日） ＝ 有収水量（m3/日） ÷ 有収率（％） 

○一日最大給水量（m3/日） ＝ 一日平均給水量（m3/日） ÷ 負荷率（％） 
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図５ 水需要予測結果 

 

２.３.料金収入の見通し 

有収水量の予測値を用いて、実績供給単価を乗じることにより料金収入の見通しを整理し

た。料金収入は、人口減少や節水意識の向上により減少傾向にあり、今後もこの傾向は続く

結果となった。 

 
図６ 有収水量の推計結果にもとづく水道料金の見通し 
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２.４.施設の見通し 

給水区域内の水道施設は、建設以来既に40年以上が経過し老朽化が目立つようになっ

た。アセットマネジメントの結果や、経営比較分析表からも、本市の施設全体が老朽化し

ていることが分かる。 

特に、小見川・山田地区の基幹施設である城山浄水場のほか給水場、ポンプ場、送・配

水管路が老朽化しており更新が必要な状況となっている。 

 

２.５.組織の見通し 

職員数は、市の「職員定員適正化計画」にもとづき定員管理を行っており、当面は現在

の体制が継続するものと想定される。一方で、老朽化施設の更新や、施設統廃合に伴う事

業量の増加に対応可能な人員配置とする必要がある。 

 

３．経営の基本方針 

「１．事業概要」「２．将来の事業環境」を踏まえ、事業を継続する上での経営理念、

基本方針を下記のとおりとする。 

３.１.計画的な事業執行 

老朽化施設の更新、施設の更新に基づく事業の統合、老朽管更新等の管路整備を進める。 

本市の水道事業における浄水場等の施設、特に小見川地区の城山浄水場の老朽化が進ん

でいることから、今後これを更新し、関連する給水場等の施設の統廃合やこれに伴う送水

管等の更新を行うと共に、事業のスリム化を図り、より効率的な経営ができるよう事業を

統合していく。 

また、これら施設の更新に併せて、石綿管など老朽管の整備を実施することにより、安

心、安全な水を安定して供給できる施設を整備する。 

 

３.２. 経営基盤の強化 

有収率向上、加入促進による経営安定化を図る。将来的には料金水準の適正化を検討す

る。 

石綿管など老朽管の整備による有収率の向上（漏水の抑制）や、給水区域における加入

促進を推進し、経営の効率化・安定化に努める。さらに、将来的には、料金水準の適正化

を図るため、料金改定についても検討する。 
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４．投資・財政計画 

４.１.投資試算（事業計画） 

建設改良費としては、小見川・山田地区の城山浄水場をはじめとする、老朽化した施設お

よび管路の更新費用を計上した。更新に伴う統廃合事業は、城山浄水場から順次整備を進め

ていくため、簡易水道地区における統廃合整備は平成 36 年度頃の着手を予定している。 

事業計画にあたっては、平成 27 年度に実施した「水道施設（香取市水道（小見川・山田

地区）、栗源地区簡易水道）統廃合基本計画」における、施設（送水ポンプ場、給水場）の

廃止・統合の計画および、これを前提とした城山浄水場の更新規模を反映したものとした。 

なお、平成 28 年度は、上記の基本計画にもとづき、城山浄水場および施設統廃合の基本

設計を進めている。また、平成 29 年度には城山浄水場の更新（浄水方法の変更）に伴う変

更認可申請を予定しており、これらを踏まえて、この事業計画を見直す予定である。 

 

４.２.財源試算（財政計画） 

城山浄水場および送・配水施設の統廃合、更新事業にかかる財源として、合併特例債を活

用した一般会計からの出資金を見込んでいる。 

また、石綿管など老朽管の整備を実施することにより、漏水を減らすとともに給水区域に

おける加入促進を進め、有収率の向上に努め、経営の効率化・安定化に努める。 

ただし、料金収入は、人口減少や節水意識の向上により減少傾向にあり、今後もこの傾向

は続くものと想定しており、当面は一般会計および県からの繰入金を継続する必要がある。 

 

４.３.投資以外の経費 

組織体制、施設構成から考えると、当面は現在と同程度の経費がかかる見込みである。ま

た、 

 

４.４.投資・財政計画（収支計画） 

計画期間の収益的収支および資本的収支の見通しを別紙（様式第2号）に示す。 
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４.５.今後計画予定の取組 

１）投資についての検討状況等 

(1)民間活用 

現在実施している、浄水場維持管理や水道料金徴収業務における民間活用を継続する。 

(2)施設・設備の廃止・統合・合理化 

今後は、老朽化した城山浄水場の更新を契機に、関連する送・配水施設の統廃合を進め、

施設更新・維持管理の効率化を図る。 

また、更新においては、統廃合を条件とした施設能力の適正化を図り、順次整備を進め

る。 

(3)投資の平準化 

市内には老朽化した施設が多く残っている。当面は、上記の統廃合施設の更新・整備を進

める予定である。整備にあたっては、老朽度や重要度に応じた優先順位付けにより事業の選

択を行う必要があると考えている。 

(4)広域化 

施設統廃合とあわせ、将来的には上水道と簡易水道の統合を視野に維持管理の合理化を進

める。 

 

２）財源についての検討状況等 

(1)水道料金 

料金収入は、人口減少や節水意識の向上により、減少傾向にあり、今後もこの傾向は続く

ものとして予想している。本計画の見直し時には、料金水準の適正化を図るため、料金改定

についても検討する。 

(2)企業債 

更新に伴う施設の統廃合により、事業費を縮減し、企業債を抑制する。 

(3)繰入金 

統廃合に伴う基幹施設の整備は、合併特例債を活用し一般会計の負担軽減を図る。 

 

３）投資以外の経費についての検討状況等 

更新に伴う施設の統廃合により、不要となる施設を廃止し、修繕費・動力費の抑制を図

る。また、職員給与費については、今後も「第３次香取市職員定員適正化計画」にもとづき

人員管理を行う。 

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

本計画は、基本的に策定後３年から５年で見直しを行うこととし、見直し時に料金水準の適

正化を図るため、料金改定についても検討する。 

また、実施中の基本設計や認可申請において事業計画に変更が生じた場合には、本計画もあ

わせて改定する。 


